
平成８年(ワ)第１４０２６号  商標権侵害差止等請求事件
（中間判決の口頭弁論終結の日　平成１４年６月２４日）
（終局判決の口頭弁論終結の日　平成１５年１０月２０日）
                          判　　　　　　　　決
        原　　　　　　告 　　　東洋エンタープライズ株式会社
        訴訟代理人弁護士　　　 伊　藤　　　真
        補佐人弁理士　　　　　 野　原　利　雄
        被　　　　　　告　　　 株式会社サンライズ社
        被　　　　　　告 　　　株式会社ｲﾝﾃﾞｨｱﾝﾓﾄｻｲｸﾙｶﾝﾊﾟﾆｰｼﾞｬﾊﾟﾝ
        被　　　　　　告 　　  西澤株式会社
        被告三名訴訟代理人弁護士　　　 佐　藤　雅　巳
        同復代理人弁護士　　　 古　木　睦　美
                          主　　　　　　　　文
　　　　１　原告の請求をいずれも棄却する。
　　　　２　訴訟費用は原告の負担とする。
　　　　　　　　　　　　　 事実及び理由
第１　原告の請求
　１　被告西澤株式会社（以下「被告西澤」という。）は，
　　(1)　ジャケット，ジャンパー，ベスト及びズボンについて，別紙「被告標章目
録」１ないし７記載の各標章を使用してはならない。
　　(2)　その本店，工場又は営業所に存する前記目録１ないし７記載の各標章を付
したジャケット，ジャンパー，ベスト及びズボンを廃棄せよ。
　２　被告株式会社インディアンモトサイクルカンパニージャパン（以下「被告イ
ンディアン」という。）及び被告株式会社サンライズ社（以下「被告サンライズ」
という。）は，それぞれ，ジャケット，ジャンパー，ベスト及びズボンについて，
前記目録１ないし７記載の各標章の使用を許諾し，又は再許諾する契約を第三者と
締結してはならない。
　３　被告西澤，被告インディアン及び被告サンライズは，原告に対し，連帯し
て，１億円及びこれに対する被告西澤については平成８年８月３１日（訴状送達の
日の翌日）から，被告インディアンについては同月２０日（前同）から，被告サン
ライズについては同月３０日（前同）から各支払済みまで年５分の割合による金員
を支払え。
第２　事案の概要
　１　当事者
　　　原告は，繊維製品，化学製衣料品，雑貨類等の国内販売及び輸出入等を目的
とする株式会社である。
　　　被告インディアンは，皮革製品，衣料品，袋物，洋品雑貨等の輸出入及び販
売等を，被告サンライズは，著作権の取得，譲渡，貸与，管理等を，被告西澤は，
各種繊維原料及び繊維製品等の輸出入，卸売，仲介，代理をそれぞれ目的とする株
式会社である。
　２　訴えの要旨
　　　本件は，１９５０年代以前にアメリカ合衆国で人気を博したオートバイのメ
ーカーに由来する，「インディアン」という名称のブランドの使用をめぐる紛争で
ある。
　　　原告は，後記商標権（登録番号第２６３４２７７号。以下「原告商標権」と
いい，その登録商標を「原告商標」という。）を有している。原告は，被告らが別
紙「被告標章目録」１ないし７記載の各標章（以下，その番号に従い「標章１」な
どといい，これらすべてを総称して「被告各標章」という。）をジャケット等に付
して使用する行為は，上記商標権を侵害する行為に当たると主張して，平成８年７
月２２日に本件訴訟を提起し，被告らに対して，「第１　原告の請求」記載のとお
り，請求をしている。
　３　中間判決
　　　上記原告の請求に対し，被告らは，原告商標と被告各標章の類否を争うとと
もに，被告インディアンが後記商標権（登録番号第２７１００９９号。以下「被告
商標権」といい，その登録商標を「被告商標」という。）を有することを根拠に，
標章４ないし７につき，いわゆる登録商標使用の抗弁を主張するなどした。
　　　当裁判所は，平成１４年８月２２日に中間判決（本判決の末尾に中間判決の
写しを添付した。以下，単に「中間判決」という。）をし，同判決第２，４に摘示



した争点(1)（標章１ないし７が，原告商標と類似するか）及び争点(2)（標章４な
いし７が，被告商標権の専用権の範囲内にあるか）につき，それぞれ，①　別紙
「被告標章目録」１ないし７記載の各標章は，いずれも別紙「原告商標目録」記載
の商標（原告商標）に類似する，②　別紙「被告標章目録」４記載の標章は，被告
が有する商標権（登録第２７１００９９号）の専用権の範囲に属するが，同目録５
ないし７記載の各標章は，いずれも同商標権の専用権の範囲に属しない旨の判断を
示した（上記①が中間判決主文第１項の，上記②が中間判決主文第２項のそれぞれ
内容である。）。
　４　中間判決後の経緯
　　　その後，後記のとおり，最高裁判所の平成１５年６月１２日付け上告不受理
決定（甲４６）により，被告商標権の登録が無効であることが確定した。
　　　その一方で，原告商標権は，特許庁の平成１５年３月２８日付け審決（乙３
８）により，商標法５１条１項の規定に基づき登録が取り消され，原告の提起した
同審決に対する取消訴訟が現在も東京高裁に係属中である。
　　　被告らは，上記審決の存在等に照らせば，原告の請求は権利の濫用に当たり
許されないとして，権利濫用の抗弁を主張している。
第３　前提となる事実（当事者間に争いがないか，あるいは，当該箇所に掲げた証
拠及び弁論の全趣旨により容易に認められる事実）
　１　原告商標権について
　　(1)　原告は，平成３年１１月５日，別紙「原告商標目録」記載の片仮名商標
「インディアンモーターサイクル」（原告商標）を商標登録出願し，同商標は，平
成６年３月３１日に登録された。したがって，原告は，下記のとおりの商標権（原
告商標権）を有することとなった。
　　　　　出願年月日　　　平成３年１１月５日
　　　　　登録年月日　　　平成６年３月３１日
　　　　　登録番号　  　　第２６３４２７７号
　　　　　商品区分　　  　平成３年政令第２９９号による改正前の商標法施行令
　　　　　　　　　　　　　別表の商品区分第１７類
　　　　　指定商品　　  　被服，その他本類に属する商品
　　　　　登録商標　　  　別紙「原告商標目録」記載のとおり
　　(2)　原告商標が登録された約４か月余後の平成６年８月１１日，訴外Ａ（以下
「訴外Ａ」という。）が原告商標について無効審判（特許庁平成６年審判第１３７
８７号）を請求した。訴外Ａは，同審判において，原告の上記商標登録出願は，米
国の「Indian Motocycle Co.,Inc.」社（以下「米国インディアン社」という。）か
らライセンスを受けた被告インディアンの使用にかかる後記被告商標の著名性ない
し周知性にただ乗りし，商品流通市場の秩序を侵害するものであるなどとして，原
告商標は，商標法４条１項７号，８号，１５号に違反して登録されたものであると
主張した。
　　　　特許庁は，平成９年９月３０日，１９５３年当時「インディアンモトサイ
クル」及び「インディアン」が米国インディアン社の著名な略称及び商標であった
としても，その後３０年以上経過した原告商標の出願時ないし査定時において，同
社の著名な略称及び商標であったとは認められないから，原告商標が商標法の上記
各規定に違反して登録されたものとはいえないとして，請求不成立の審決（甲２
５）をした。
　　(3)　被告インディアンは，平成１０年５月２６日，原告商標は継続して３年以
上わが国において商標権者，専用使用権者及び通常使用権者のいずれによっても使
用されていないから，商標法５０条１項の規定により取り消されるべきものである
として，同商標につき登録取消の審判（特許庁平成１０年審判第３０５１８号）を
請求した。
　　　　特許庁は，平成１１年１０月１３日，同審判で提出された証拠上，原告は
上記審判請求の予告登録日前３年以内に，その指定商品について原告商標「インデ
ィアンモーターサイクル」及び同商標と社会通念上同一の範囲にあると認められる
英文字標章「INDIAN MOTORCYCLE」を使用したものと認められるから，商標法５０条
１項違反の事実は認められないとして，請求不成立の審決（甲３５）をした。
　　　　被告インディアンは，同審決に対して取消訴訟（東京高裁平成１１年（行
ケ）第４４３号）を提起したが，東京高等裁判所は，平成１２年１１月２９日，英
文字標章「INDIAN MOTORCYCLE」が原告商標「インディアンモーターサイクル」と社
会通念上同一の範囲にあり，原告が上記予告登録日前３年以内にこれらを指定商品



に付して使用していたとの同審決の認定に誤りはないとして，同被告の請求を棄却
する判決（甲３９）をした。
　　(4)　また，被告インディアンは，平成１２年１１月２９日，原告は同被告の登
録する後記被告商標（登録第２７１００９９号）及び関連各商標（登録第４０２２
９８７号，同第４１１６０４７号等）と類似する商標を指定商品について使用して
おり，かかる行為は，これらの商品が同被告のライセンス商品か，あるいは同被告
の製造・販売するシャツ，ジャケット等であるかのように，商品の出所に混同を生
じさせるものであるから，原告商標は，商標法５１条１項の規定により取り消され
るべきものであるとして，同商標につき登録取消の審判（特許庁取消２０００－３
１４２３号）を請求した。
　　　　特許庁は，平成１５年３月２８日，原告は，片仮名の原告商標「インディ
アンモーターサイクル」を有するところ，あえて英文字「Indian」や「Motocyle」
を指定商品に用いており，登録商標である原告商標と同一の商標ではなく，類似す
る商標を故意にその指定商品に使用し，他人の業務にかかる商品と混同を生じさせ
ているというべきであるとして，商標法５１条１項の規定に基づき，原告商標の登
録を取り消す旨の審決（乙３８）をした。
　　　　原告は，同審決に対して取消訴訟（東京高裁平成１５年（行ケ）第１８１
号）を提起し，同訴訟は現在も東京高等裁判所に係属中である。
　　(5)　さらに，被告インディアンは，平成１５年１月３０日，原告商標は，特徴
ある筆記体英文字「Indian」からなる商標等を使用して事業を行う正当な権利者
（同被告）の企業努力に便乗し，不当な利益を得ることを目的として出願・登録さ
れたものであるから，公正な競争秩序を害するものとして商標法４条１項７号に該
当すると主張し，原告商標につき無効審判を請求した。同審判事件は現在も特許庁
に係属中である。
　２　被告西澤及び訴外プラニングジャパンによる被告各標章の使用
　　(1)　被告西澤は，少なくとも平成９年９月３０日ころまで，下記のとおり，標
章１ないし５及び７を実際に使用していた。
　　　ア　標章１，２については，被告西澤が輸入又は製造し，販売するジャンパ
ー，ズボンの下げ札に付して使用した（検甲３ないし検甲６，甲８，１０，１２，
１５及び２２）。
　　　イ　標章３については，被告西澤が輸入又は製造し，販売するジャンパー，
ズボンの衿ネーム及び下げ札に付して使用した（検甲１ないし検甲７，甲４，６，
８，１０，１２，１５，１７及び２２）。
　　　ウ　標章４，５については，被告西澤が輸入又は製造し，販売するジャケッ
トを広告するパンフレットに付して使用した（甲３４）。
　　　エ　標章７については，被告西澤が輸入又は製造し，販売するジャンパー，
ベスト及びズボンの衿ネーム等に付して使用した（甲３４）。
　　(2)　また，標章６については，同じころ，訴外プラニングジャパンがシャツに
付して使用した（甲２８ないし３１，５９）。
　　(3)　被告西澤が標章１ないし５及び７を付して使用した上記ジャケット，ジャ
ンパー，ベスト及びズボン，並びに，訴外プラニングジャパンが標章６を付して使
用した上記シャツは，いずれも原告商標の指定商品に該当する。
　３　被告商標権について
　　(1)　訴外Ａは，平成４年２月６日，別紙「被告商標目録」記載の図形及び英文
字からなる結合商標（被告商標）を商標登録出願し，同商標は，平成７年９月２９
日に登録された。
　　　　同年１０月１６日，被告商標権は訴外Ａから被告インディアンに譲渡さ
れ，平成８年５月２７日にその旨の移転登録がされた。
　　　　したがって，同被告は，下記のとおりの商標権（被告商標権）を有するこ
ととなった。
　　　　　出願年月日　　　平成４年２月６日
　　　　　登録年月日　　　平成７年９月２９日
　　　　　登録番号　  　　第２７１００９９号
　　　　　商品区分　　  　平成３年政令第２９９号による改正前の商標法施行令
　　　　　　　　　　　　　別表の商品区分第１７類
　　　　　指定商品　　  　被服（運動用特殊被服を除く。），布製身回品（他の
　　　　　　　　　　　　　類に属するものを除く。），寝具類（寝台を除く。）
　　　　　登録商標　　  　別紙「被告商標目録」記載のとおり



　　　　被告商標は，上記目録記載のとおり，①　羽根飾りを冠した右向きのイン
ディアンの横顔の図形，②　その中に配した特徴ある筆記体欧文字「Indian」及び
③　その下部に小書して配された特徴ある筆記体欧文字「Indian Motocycle 
Co.,Inc.」から構成されている（以下，便宜上，上記①の図形を「インディアン図
形」と，同②の筆記体欧文字を「インディアンロゴ」と，同③の筆記体欧文字を
「モトサイクルロゴ」とそれぞれいう。また，インディアンロゴを図の中に配した
インディアン図形を「ヘッドドレスロゴ」という。）。
    (2)　被告インディアンは，被告商標権の譲渡を受けるまでの間，出願人である
訴外Ａから被告商標につき再許諾権限付きの使用許諾を受けており，この権限に基
づき，被告サンライズとの間で，同商標の使用を第三者に再許諾する権限を与える
旨の契約を締結していた。
　　　　さらに，被告サンライズは，同契約に基づき，被告西澤との間で，同商標
をジャケット等の商品に付して使用することを許諾する旨の契約を締結していた。
　　　　したがって，少なくとも被告商標の使用については，被告インディアンが
ライセンサー，被告サンライズがマスターライセンシー，被告西澤がサブライセン
シーという関係にあった（なお，別紙「被告標章目録」記載の各標章の使用につい
ても，被告らが同様の関係にあったかどうかについては，後記のとおり争いがあ
る。）。
　　(3)　被告商標が登録された約３か月後の平成７年１２月２８日，原告は，被告
商標について無効審判（特許庁平成７年審判第２８１２４号）を請求した。原告
は，同審判において，被告商標権には，商標法４条１項７号，１１号違反の無効事
由が存在することなどを主張した。
　　　　特許庁は，平成１０年４月１０日，出願人の訴外Ａが自然人である一方
で，被告商標は法人名を表示したとしか認識し得ないものであるから，かかる商標
の使用は，法人でないものが「株式会社」や「有限会社」などの商号を使用するこ
とを禁止した商法や有限会社法の規定に該当し，商品流通社会の秩序に反するとと
もに，公共の利益を害するものというのが相当であり，本件商標は，商標法４条１
項７号の規定に違反して登録されたものであるとして，その登録を無効とする旨の
審決（甲２６）をした。
　　(4)　被告インディアンは，上記審決に対して取消訴訟（東京高裁平成１０年
（行ケ）第１４５号審決取消請求事件）を提起した。
　　　　東京高等裁判所は，平成１１年４月１４日，被告商標の文字部分であ
る「Indian Motocycle Co.,Inc.」は，それ自体によっても，他の構成部分に照らし
てみても，商法に基づいて設立された株式会社又は有限会社法に基づいて設立され
た有限会社を示すことが客観的に明らかであるとは到底言い難いから，訴外Ａによ
る被告商標の使用が，法人でないものによる「株式会社」や「有限会社」の商号の
使用を禁じる法律の規定（商法１８条１項及び有限会社法３条２項）に該当する旨
の前記特許庁の判断は誤りであり，この判断を前提にした商標法４条１項７号違反
事由が存在する旨の判断も誤りであるとして，前記審決を取り消す旨の判決（甲４
１）をした。
　　　　原告は，上記判決に対して上告受理の申立（最高裁平成１１年（行ヒ）第
１４０号。甲４２～４４）をしたが，最高裁判所は，平成１３年１１月２１日，上
告不受理の決定をし，同判決は確定した。
　　(5)　上記判決の確定を受けて，特許庁において，さらに前記無効審判請求事件
の審理がされた。
　　　　特許庁は，平成１４年２月２８日，被告商標は，先願の原告商標と少なく
とも称呼において類似しており，電話等の口頭による取引が普通に行われている取
引社会の実情からすると，外観及び観念を考慮しても，類似する商標といわざるを
得ないから，商標法４条１項１１号の規定に違反して登録されたものであるとし
て，その登録を無効とする旨の審決をした。
　　　　被告インディアンは，上記審決に対して取消訴訟（東京高裁平成１４年
（行ケ）第１４０号審決取消請求事件）を提起し，同訴訟において，仮に被告商標
と原告商標が称呼において類似するとしても，その類似性は低いものである上に，
外観及び観念はいずれも相違しており，また，被告商標は同被告に係る被服等を表
示するものとして周知であるから，被告商標をその指定商品について使用した場
合，原告商標を付した商品と出所について混同を生じるおそれはないなどと主張し
た。
　　　　東京高等裁判所は，平成１４年１２月２７日，①　被告商標と原告商標



は，称呼のみならず観念においても類似し，外観の相違も，称呼及び観念の類似性
をしのぐほどの格段の差異を取引者，需要者に印象付けるものではないから，被告
商標を指定商品に使用した場合，取引者，需要者において商品の出所を誤認混同す
るおそれがあり，したがって，被告商標は原告商標に類似する商標というべきであ
る，②　また，被告インディアン提出にかかる多数の書証によっても，被告商標の
登録査定時（平成７年３月３０日）において，同被告が主張するように，同商標が
同被告にかかる被服等を表示するものとして周知であったとまで認めることはでき
ないから，被告商標が商標法４条１項１１号に違反して登録されたものであるとの
前記審決の判断に誤りはないとして，被告インディアンの請求を棄却する旨の判決
（甲４５）をした。
　　　　被告インディアンは，上記判決に対して上告受理の申立（最高裁平成１５
年（行ヒ）第７３号）をしたが，最高裁判所は，平成１５年６月１２日，上告不受
理の決定（甲４６）をし，同判決は確定した。
　　　　したがって，被告商標の登録は無効であることが確定した。
　４　原告及び被告インディアンの関連各商標について
　　(1)　被告インディアンは，被告商標が登録されて間もない平成７年１１月２
日，前記インディアンロゴを文字商標として商標登録出願し，平成９年７月４日に
登録を受けた（登録第４０２２９８７号。乙３）。
　　　　また，前記インディアン図形についても，平成７年１２月２８日，図形商
標として商標登録出願し，平成１０年２月２０日に登録を受けた（登録第４１１６
０４７号。乙７）。
　　(2)　他方，原告は，平成８年７月１９日，活字体の欧文字「INDIAN MOTOR 
CYCLE」を横一列に配してなる商標を商標登録出願したが，平成１１年４月２３日に
拒絶査定を受けた。この拒絶査定は，指定商品等が異なるものの，登録商標の構成
が被告商標と全く同じである複数の商標（登録第２７２０６８１号等）を引用し，
上記「INDIAN MOTOR CYCLE」が，引用にかかるこれら先願の商標と類似することを
拒絶の理由とするものであった。
　　　　原告は，同年６月１１日，拒絶査定不服の審判（特許庁平成１１年審判第
９７４１号）を請求したが，平成１２年６月７日に請求不成立の審決がされた。
　　　　原告は，同審決に対してさらに取消訴訟（東京高裁平成１２年（行ケ）第
２５３号審決取消請求事件）を提起したが，東京高等裁判所は，平成１２年１２月
２１日，上記「INDIAN MOTOR CYCLE」からは「インディアンモーターサイクル」の
称呼を生じ，上記引用商標からは「インディアンモトサイクルシーオーインク」，
「インディアンモトサイクルカンパニーインク」のほか，「インディアンモトサイ
クル」の称呼をも生じるから，出願にかかる商標「INDIAN MOTOR CYCLE」と引用商
標は，少なくとも称呼において類似し，商品の出所の混同のおそれを生じるおそれ
があるものと認められるとした上，原告主張の審決取消事由はいずれも理由がない
として，原告の請求を棄却する旨の判決（甲４０）をした。
　　　　また，原告は，平成８年１１月６日，羽根飾りが前方に突き出た左向きの
インディアンの横顔図を商標として商標登録出願し，平成１０年５月１５日に登録
を受けた（登録第４１４５０１６号）。
第４　争点
　１　標章１ないし７が，原告商標と類似するか（争点１）。
　２　標章４ないし７に関する，被告の登録商標使用の抗弁の成否（争点２）。
　　ア　上記各標章が，被告商標権の専用権の範囲内にあるか（争点２ア）。
　　イ　被告商標権の効力（争点２イ）。
　３　本件の事実関係の下では，原告の請求は，権利の濫用に当たるものとして許
されないか（争点３）。
　４　被告インディアン及び被告サンライズは，被告西澤及び訴外プラニングジャ
パンによる被告各標章の使用について共同不法行為者として責任を負うか（争点
４）。
　５　原告の損害額等（争点５）。
第５　争点に関する当事者の主張
　１　争点１（標章１ないし７が，原告商標と類似するか）について
　　（原告の主張）
　　　中間判決の第３，１（原告の主張）記載のとおりであるから，これを引用す
る。
　　（被告らの主張）



　　　中間判決の第３，１（被告らの主張）記載のとおりであるから，これを引用
する。
　２　争点２（登録商標使用の抗弁の成否）について
　　(1)　争点２ア（標章４ないし７が，被告商標権の専用権の範囲内にあるか）に
ついて
　　　（被告らの主張）
　　　　中間判決の第３，２（被告らの主張）記載のとおりであるから，これを引
用する。
　　　（原告の主張）
　　　　中間判決の第３，２（原告の主張）記載のとおりであるから，これを引用
する。
　　(2)　争点２イ（被告商標権の効力）について
　　　（原告の主張）
　　　　登録商標使用の抗弁の根拠となる被告商標権については，その登録を無効
とする旨の平成１４年２月２８日付け特許庁の審決（甲４５）が，平成１５年６月
１２日付け最高裁の上告不受理決定（甲４６）により確定した。
　　　　したがって，上記抗弁の主張は，既にその前提が失われている。
　３　争点３（本件の事実関係の下では，原告の請求は，権利の濫用に当たるもの
として許されないか）について
　　（被告らの主張）
　　(1)　原告は，米国でかつて有名であった「インディアン」ブランドの復活が報
じられるや，正規の「インディアン」ブランドビジネスがいずれ日本でも展開され
るであろうと予測し，自らは使用する意思がないにもかかわらず，片仮名商標「イ
ンディアンモーターサイクル」（原告商標）を商標登録出願した。そして，商標登
録を受ける一方で，被告インディアン，同サンライズ及び同西澤の企業努力によ
り，インディアンロゴ，ヘッドドレスロゴ及びモトサイクルロゴが市場に浸透する
や，すかさず原告商標と同一の範囲外である，①　インディアンロゴと英文
字「Motorcycle」を組み合わせた標章，②　インディアンロゴと英文
字「Sportswear」を組み合わせた標章，③　インディアンロゴと英文
字「MOTOCYCLE」を組み合わせた標章，④　ヘッドドレスロゴと酷似した標章等を使
用して，被告らが製造販売する商品と同種の商品を製造販売し，もって被告らの企
業努力の成果に便乗して不正に利益を得た。
　　　　このような事実関係の下では，原告商標権の取得は信義則に反するもので
あり，同商標権に基づく原告の請求は，権利の濫用に当たるものとして許されない
というべきである。以下，詳述する。
　　(2)　「インディアン」ブランドの使用をめぐる紛争の背景事情は，以下のよう
なものである。
　　　ア　「Indian」は，１９０１年にマサチューセッツ州スプリングフィールド
で設立され，１９２３年に「インディアン・モトサイクル・カンパニー」に商号変
更されたオートバイのメーカー（以下「オリジナル・インディアン社」という。）
であり，インディアンロゴ，ヘッドドレスロゴ，インディアン図形，活字
体「INDIAN」及び左向きインディアン図形等は，オリジナル・インディアン社の製
造販売するオートバイに付された商標として，また，「INDIAN MOTOCYCLE」及び
「インディアンモトサイクル」は，同社の略称として，米国はもとよりヨーロッパ
や日本でも周知であった。
　　　　　オリジナル・インディアン社は，１９５３年に操業を停止し，その後解
散したが，「Indian」ブランドのオートバイは，同好者向けの雑誌が発行されるほ
ど根強く愛好され，「Indian」は，米国を代表するいわゆるトロフィーブランドと
して認識されていた。
　　　イ　１９９０年（平成２年）６月２６日，訴外Ｂ（以下「訴外Ｂ」とい
う。）は，かつてオリジナル・インディアン社が存在したマサチューセッツ州スプ
リングフィールドにインディアン・モトサイクル・カンパニー・インク（米国イン
ディアン社）を設立し，「Indian」ブランドのオートバイの製造や，インディアン
ロゴ，ヘッドドレスロゴ等を使用した「Indian」ブランドのアパレルやアクセサリ
ー等のライセンスビジネスを開始した。
　　　　　このような動きは，「『インディアン』の復活」として，米国の一般紙
である「The Daily News」１９９１年７月１日号（乙４０の６）及び「USA TODAY」
同月５日号（乙４０の７）に大々的に報じられた。



　　　　　上記報道がされた約４か月後である１９９１年（平成３年）１１月５
日，原告は片仮名商標「インディアンモーターサイクル」（原告商標）を商標登録
出願した。
　　　ウ　訴外Ａは，当時日本を生活の拠点としていた日系三世であるが，ブラン
ドビジネスに造詣が深く，復活した「Indian」ブランドの将来性に着目し，米国イ
ンディアン社と契約して，日本における同ブランドビジネスに関するすべての権利
の譲渡を受けた。
　　　　　他方，被告サンライズは，昭和３０年に設立され，劇場広報から出発し
た会社であり，ＪＴ，日本道路公団，宇宙開発事業団等の広報を受注するととも
に，米国の２０世紀フォックス社，仏のゴーモン社，英国映画「００７」シリーズ
等の日本における独占的ライセンスエージェンシーとして，ライセンスビジネスを
展開していた（乙４０の１４）。
　　　　　訴外Ａは，１９９２年（平成４年）２月６日，被告商標を商標登録出願
し，さらに平成５年６月３日，被告サンライズと合弁で被告インディアンを設立
し，自ら代表取締役に就任した（乙４０の１３）。その後の平成７年９月２９日に
被告商標が登録されるや，同年１０月１６日，被告商標権を被告インディアンに譲
渡した。
　　　エ　上記の経緯を経て，被告インディアンをライセンサー，被告サンライズ
をマスターライセンシーとする「Indian」ブランドの広告宣伝，輸入販売，ライセ
ンスビジネス等が開始された。
　　　　　１９９３年（平成５年）７月２４日付け繊研新聞（乙４０の１６）及び
同日付け日経流通新聞（乙４０の１７）において，被告インディアンの設立
や，「Indian」ブランド商品の輸入及びライセンスビジネスの展開等が報じら
れ，「Indian」ブランドは，同年１１月の時点で既に米国ではブームを呼んでお
り，また日本でも「ブーム着火は時間の問題」（乙４０の１８）と報じられてい
た。
　　　　　被告インディアンは，平成６年１月から平成７年２月にかけて，ヤング
メンズカジュアルの分野で有名な全国展開の専門店において配布されている月刊
誌「DICTIONARY」に定期広告するなど，「Indian」ブランドの宣伝に努めた。その
甲斐あって，被告サンライズは，平成６年に訴外マルヨシとサブライセンス契約を
締結し，訴外マルヨシは，同年５月ころから，被告商標及びヘッドドレスロゴ等を
付したバッグの販売を開始した。その一方で，被告サンライズは，これらの商標等
を付したＴシャツ，トレーナーを輸入し，またＴシャツを製造販売するなどし，雑
誌広告（乙４０の２４，２５）等も相まって，インディアンロゴやヘッドドレスロ
ゴに代表される「Indian」ブランドは，衣類，バッグ，装飾品の分野で市場に浸透
した。
　　　　　しかるに，原告は，平成７年５月ころから，インディアンロゴ等を付し
たジャケット，シャツ，帽子等の輸入，製造販売及び広告を開始し，被告インディ
アンの警告を無視してこれを継続した（乙４０の２４～４０）。
　　　オ　他方，被告インディアンは，同年になって，被告サンライズを介して被
告西澤とサブライセンス契約を締結した。また，被告西澤は，平成７年から平成８
年にかけて，巨額の資金を投入し，展示会を催したり，広告宣伝に努めるなどし，
同被告の製造販売する革製レザージャケット等の市場への浸透に努めたが，そのこ
ろ，被告らは，原告が，平成８年の秋冬シーズンから，インディアンロゴを付した
レザージャケット等の製造販売を開始するとの情報を入手した。
　　　　　そこで，被告インディアン及び訴外Ａは，平成８年５月に，原告らに対
する商標権侵害差止等の訴えを提起した（東京地方裁判所平成８年(ワ)第９３９１
号事件）。
　　　　　また，被告インディアンは，同年７月に，被告商標が被告インディアン
の登録商標であり，被告西澤等が正規のサブライセンシーであることを繊研新聞
（乙４０の４１）で広告した。
　　　　　さらに，被告インディアンは，同年９月，原告を債務者として，インデ
ィアンロゴを主体とする英文字及び図形を組み合わせた合計９つの商標につき，被
告商標権の侵害を理由にその使用の差止を求める旨の仮処分を申し立てたところ
（東京地方裁判所平成８年(ヨ)第２２１２６号），同年１２月にこれを認容する旨
の決定（乙４０の４２）がされた。
　　　カ　しかるに，原告は，前記商標権侵害訴訟がすでに提起された平成８年７
月以後も，前記左向きインディアン横顔図（登録第４１４５０１６号）や，活字体



欧文字「INDIAN MOTOR CYCLE」のほか，多数の関連商標を商標登録出願した。ま
た，前記仮処分決定の後も，インディアンロゴ，同ロゴと同一ないし酷似した書体
の筆記体英文字「Indian／Motorcycle」（上下２段）及び「Indian Motorcycle」等
を付して使用した革製ジャケットやＴシャツなどの輸入，製造販売，広告を継続し
ている（乙４０の４７，４８，５８～７５）。
　　　キ　ちなみに，日本に近い将来上陸し，正規のビジネスが展開されることが
予想される海外のブランドが存在するとき，これをまず片仮名で登録しておき，当
該ブランドが日本に上陸し，正規の権利者によるビジネスが開始されるや，片仮名
の商標に関する権利を盾にして，正規のブランドビジネスを妨害するのは，原告の
常套手段である。
　　　　　そのことは，原告が，著名な米国映画「ＢＩＧ　ＷＥＤＮＥＳＤＡＹ」
の中で用いられて有名になった商標「ＢＥＡＲ　ＳＵＲＦ　ＢＯＡＲＤＳ」につ
き，まず片仮名商標「ベアーサーフボード」を出願して登録を受けた上（これに対
しては，正規の権利者であるヴァルキリー社が無効審判を請求した。），「ＢＥＡ
Ｒ　ＳＵＲＦ　ＢＯＡＲＤＳ」に図形を組み合わせた商標を出願し，拒絶査定を受
けたにもかかわらず，かかる結合商標を使用する正規のマスターライセンシーであ
る訴外サクラインターナショナルに対し，商標権侵害訴訟を提起した事実（乙４０
の２０８）に照らしても，明らかである。
　　　　　また，原告は，上記「ＢＥＡＲ　ＳＵＲＦ　ＢＯＡＲＤＳ」に図形を組
み合わせた商標のほか，米国のカジュアルスポーツ系のブランドで，商社トーメン
の系列会社がライセンシーである「Ｏ’ＮＥＩＬＬ」，米国のビールメーカーであ
るバドワイザーの主力商品名の１つである「ＢＵＤ　ＬＩＧＨＴ」，米国ラスベガ
スに古くからあるスターダストホテルに由来する「ＳＴＡＲＤＵＳＴ」，米国の著
名な小説家の固有名詞「ＭＡＲＫ　ＴＷＡＩＮ」，その小説の主人公の固有名詞
「ＴＯＭ　ＳＡＷＹＥＲ」など，海外の著名ブランドにただ乗りする目的としか思
えない商標を多数出願している（乙４０の１）。
　　(3)　上記(2)ア～キの経緯に加え，原告商標権は，その登録が既に取り消され
ている。
　　　　すなわち，第３，１(4)記載のとおり，被告インディアンは，平成１２年１
１月２９日，原告商標は商標法５１条１項の規定により取り消されるべきものであ
るとして，同商標につき登録取消の審判（特許庁取消２０００－３１４２３号）を
請求した。同被告は，上記審判において，原告は同被告の登録する被告商標（登録
第２７１００９９号）及び関連各商標（登録第４０２２９８７号，同第４１１６０
４７号等）と類似する商標を指定商品について使用しており，かかる行為は，これ
らの商品が同被告のライセンス商品か，あるいは同被告の製造・販売するシャツ，
ジャケット等であるかのように，商品の出所に混同を生じさせるものであると主張
した。すると，特許庁は，平成１５年３月２８日，原告は，片仮名の原告商標「イ
ンディアンモーターサイクル」を有するところ，あえて英文字「Indian」
や「Motocyle」を指定商品に用い，登録商標である原告商標と類似する商標を故意
にその指定商品に使用し，他人の業務にかかる商品と混同を生じさせているもので
あるとして，商標法５１条１項の規定に基づき，原告商標の登録を取り消す旨の審
決（乙３８）をした。
　　　　かかる事実も，原告の本訴請求が権利の濫用に当たることを基礎付ける事
情のひとつというべきである。
　　(4)　以上のとおりであるから，原告商標権に基づく原告の請求は，権利の濫用
に当たるものとして許されない。
　　（原告の主張）
　　(1)　被告らは，原告商標権の取得は信義則に反するものであり，同商標権に基
づく原告の請求は，権利の濫用に当たるものとして許されないと主張する。
　　　　しかしながら，被告らの主張は，その前提となる事実関係において誤って
いる。原告商標権の取得は何ら信義則に反するものではなく，原告の請求は商標法
に基づく当然の権利行使にすぎない。
　　(2)　被告らの主張は，１９９０年に訴外Ｂにより設立された米国インディアン
社が，インディアンロゴ，ヘッドドレスロゴ，インディアン図形，活字体英文
字「INDIAN」及び筆記体英文字「Indian」等の商標につき，オートバイのみなら
ず，アパレル，アクセサリー等広範な商品についての正当な出所として，社会的に
認知されていたことを前提とするものである。
　　　　しかしながら，そもそも１９０１年に設立されたオートバイメーカー「イ



ンディアン・モトサイクル・カンパニー」（オリジナル・インディアン社）は，１
９５３年に解散消滅した後いかなる営業活動も行っていない。訴外Ｂの米国インデ
ィアン社は，オリジナル・インディアン社とは全く無関係に設立されたものであ
り，訴外Ｂは，この米国インディアン社及び「インディアン」のブランドビジネス
に関連する詐欺的行為を行ったとして，民事上の懲罰的賠償金の支払いを命じられ
たばかりか，７年６か月の実刑及び詐取金返還命令という極めて重い刑事罰を受け
ている。もとより，訴外Ｂの米国インディアン社によるブランドビジネスが実態と
して行われた形跡はない。
　　　　以上から分かるとおり，被告らが主張するような，米国インディアン社
が，「インディアン」ブランドにつき，オートバイのみならず，アパレル，アクセ
サリー等広範な商品についての正当な出所として，社会的に認知されたなどという
事実は存しない。
　　(3)　特許庁は，被告らが原告商標の登録無効を求めて請求した無効審判事件
（特許庁平成６年審判第１３７８７号）の平成９年９月３０日付け審決（甲２５）
において，①　１９０１年設立のオリジナル・インディアン社と，訴外Ｂが設立し
た米国インディアン社とは，何の関係もないこと，②　被告ら主張にかかるインデ
ィアンロゴ等の商標が，被告インディアンの使用により周知となっている事実は存
しないこと，③　また，これらの商標が，原告商標の出願時及び査定時において，
１９０１年に設立されたオリジナル・インディアン社の著名な略称及び商標であっ
たとはいえないことを，明確に判断している。
　　　　また，東京高等裁判所は，原告が被告商標の登録無効を求めて請求した無
効審判事件（特許庁平成７年審判第２８１２４号）の審決に対する取消請求事件
（東京高裁平成１４年（行ケ）第１４０号）の平成１４年１２月２７日付け判決
（甲４５）において，被告らが提出した多数の証拠を精査した上，被告商標の登録
査定時（平成７年７月３０日）において，被告商標が被告インディアンに係る被服
等を表示するものとして周知であったとまで認めることはできない旨明確に判断し
ている。
　　　　上記の各事実からだけでも，被告らによる，①　訴外Ｂによる米国インデ
ィアン社の設立は，１９０１年設立のオリジナル・インディアン社の復活であり，
米国インディアン社こそが「インディアン」ブランドの正当な出所である，②　し
たがって，被告インディアンが，インディアンロゴ，ヘッドドレスロゴ，インディ
アン図形，活字体英文字「INDIAN」及び筆記体英文字「Indian」等の商標の正当な
使用権者である，③　被告インディアンが，アパレル，アクセサリー等の広範な商
品につき，上記の各商標を付した商品の正当な出所として認知されていた，などの
主張が誤りであることは明白である。
　　(4)　原告が原告商標を出願し，その使用を開始した経緯は，原告常務取締役
（当時）Ｃの陳述書（甲４７）及び雑誌記事（甲４８）に詳細に述べられていると
おりである。
　　　　すなわち，原告は，１９６５年ころからアメリカンカジュアル衣料の製造
販売を主な業務とし，高品質の商品を提供し続け，取引者や需要者から高い信頼と
支持を得てきた。そのことが米国においても知られるところとなり，数百人からな
る米国ヴィンテージバイクの愛好グループから，彼らのバイクジャケットの製作を
依頼されたのが原告商標採択のきっかけとなった。彼らの勧めによりこのジャケッ
トを市販商品化することを決定し，また彼らの提案に基づき商標名を「インディア
ンモーターサイクル」とすることにして，１９９１年（平成３年）１１月５日に原
告商標を商標登録出願したのである。
　　　　そもそも，上記商標登録出願時において，被告らは「インディアン」ブラ
ンドに関して何の活動も行っていなかったのであり，原告による同ブランドの使用
を冒用であるかのごとくいう被告らの主張が，根拠を欠くものであることは明らか
である。
　　　　被告らは，原告が「The Daily News」１９９１年７月１日号（乙４０の
６）及び「USA TODAY」同月５日号（乙４０の７）の各記事を見て，「インディア
ン」のブランドビジネスがいずれ日本でも展開されるだろうと予測し，自らは原告
商標を使用する意思がないにもかかわらず，同商標を出願し，登録を得たものであ
ると主張する。
　　　　しかしながら，上記の各記事は，訴外Ｂが「インディアン」ブランドを復
活させるという名目の下で，金員を詐取するために行った一方的なコメントに基づ
く些細な報道にすぎない。また，当然のことながら，原告は，日本での購入手段す



ら定かでない米国発行の一般紙など購読しておらず，上記報道を知らない。原告の
商標採択の動機・経緯は前述のとおりであり，訴外Ｂによる米国インディアン社の
設立とは全く無関係である。
　　(5)　被告らは，被告らによる被告商標等の使用により，「インディアン」ブラ
ンドが市場に浸透した後に，原告が被告らの企業努力の成果に便乗したものである
かのごとき主張を行っている。
　　　　しかし，被告らが実際に被告商標等の使用を開始したのは，１９９５年
（平成７年）１０月～１１月に，被告西澤が英国製の革製ジャケット，パンツを輸
入販売して以後のことであり，原告による「インディアン」ブランドの使用開始よ
りも後のことである。このような使用開始時期の前後関係，原告による広告実績
（甲４９～５３），業界における原告の実績・評判（甲５４）に照らせば，１９９
５年（平成７年）暮れころにおいては，さしたる実績のない被告らに比べ，むしろ
原告の使用によるものとして「インディアン」ブランドは周知であったといえる。
少なくとも，被告らが原告よりも先に同ブランドの使用を開始し，その時点でこれ
を市場に浸透させたとか，周知性を獲得していたなどという事実はない。
　　　　かえって，被告らは，原告商標が出願広告された平成５年３月３１日に
は，同商標の存在を知っていたと推測され，遅くとも，被告商標の商標登録出願に
対して拒絶理由通知を受けた平成６年２月１０日には，原告商標の存在を知ってい
たはずであるから，この時点で，被告商標の登録が拒絶されるべきものであること
を十分承知していた。
　　　　しかるに，被告らは，被告商標が特許庁の過誤により原告商標と非類似と
判断されて登録されたことを奇貨とし，被告商標等を付した商品を製造販売等する
行為を強引に継続した。被告らは，このような行為を重ねて「インディアン」ブラ
ンドを市場に浸透させたとするが，そもそも，かかる行為自体が原告商標権を侵害
する違法な行為なのであって，原告が，このような違法な行為に基づく効果に便乗
しようとして，原告商標を商標登録出願していたなどとする被告らの主張は，荒唐
無稽というほかない。
　　(6)　以上のとおりであり，被告らによる権利濫用の抗弁に理由のないことは明
らかである。
　４　争点４（被告インディアン及び被告サンライズは，被告西澤及び訴外プラニ
ングジャパンによる被告各標章の使用につき，共同不法行為者として責任を負う
か）について
　　（原告の主張）
　　　被告インディアンは，被告サンライズに対し，被告各標章の使用を第三者に
許諾する権限を与える旨の契約を締結した。被告サンライズは，上記契約により付
与された権限に基づき，被告西澤及び訴外プラニングジャパンに対し，被告各標章
の使用を許諾する旨の契約を締結した。
　　　そして，第３，２(1)記載のとおり，被告西澤は標章１～５及び７を，訴外プ
ラニングジャパンは標章６を，それぞれ原告商標の指定商品に付して使用したが，
これらの使用行為は上記各契約に基づくものであり，かつ，被告インディアン及び
被告サンライズは，被告各標章が原告商標の類似の範囲にあり，したがって上記行
為が原告商標権を侵害する行為であることを十分知りながら，これを了解し，それ
ぞれライセンス料を徴収していたものである。
　　　したがって，被告インディアン及び被告サンライズは，被告西澤と共同して
原告商標権を侵害する上記行為を行っていたものであるから，共同不法行為者とし
てその責めを負い，被告西澤と連帯して損害賠償の義務を負担する。
　　（被告らの主張）
　　　被告インディアンが，被告サンライズに対し，被告各標章の使用を第三者に
許諾する権限を与える旨の契約を締結し，さらに，被告サンライズが，被告西澤に
対し，同標章の使用を許諾する旨の契約を締結したとの原告の上記主張は，否認す
る。
　　　被告インディアンが被告サンライズに対して再許諾権限を与え，被告サンラ
イズが被告西澤に対して許諾したのは，被告各標章ではなく，被告商標の使用につ
いてである。ちなみに，これらのライセンス契約は，いずれも平成９年９月３０日
をもって終了し，その後は，被告インディアンが，直接被告西澤に対して被告商標
の使用を許諾していたが，このライセンス契約も，平成１０年１２月３１日をもっ
て終了した。
　　　被告インディアン及び被告サンライズが，被告西澤とともに，共同不法行為



者として，原告商標権の侵害に基づく責任を負う旨の原告の上記主張は，争う。
　５　争点５（原告の損害額等）について
　　（原告の主張）
　　(1)　被告らは，平成１５年６月４日付け準備書面（被告第１３）において，被
告各標章を付した革ジャケット及び革パンツに関する，１９９５年（平成７年）か
ら１９９８年（平成１０年）にかけての販売数量及び売上金額の各合計を，下記の
とおりであると主張している。
　　　　　　　　　　　　　販売数量（枚）　　　　　売上金額（円）
　　　　　革ジャケット　　９２０３　　　　　２億２７０７万８０７７
          革パンツ　　　　３５４５    　　　　　６７７９万６３９６
                                    （合計）２億９４８７万４４７３
　　　　しかしながら，①　被告ら自身が主張するとおり，被告西澤は１９９５年
（平成７年）から１９９６年（平成８年）にかけて巨額の資金を投入し，ファッシ
ョン雑誌で広告したり，展示会を行うなどして，宣伝に努めていたこと，②　同被
告の販売用カタログ（甲１３，３４）は上記各商品のためだけに作成された豪華な
ものであり，相当数量の商品の販売が企図されていたのは明らかであること，③　
被告西澤の扱う上記各商品は，大手量販店であるビブレ系列などを通じて広く全国
で販売されていたことなどに照らし，上記数値は極めて些少であり，信用できるも
のではない。
　　　　原告は，販売数量及び売上金額に関する被告らの上記主張を否認する。被
告西澤の販売総額は，１０億円を下るものではない。
　　(2)　ただし，原告は，訴訟の迅速な進行を優先させ，被告らによる上記販売実
績に基づき，被告らの商標権侵害行為により原告に生じた損害の額について，以下
のとおり主張する。
　　　ア　原告が原告商標を付して販売する革ジャケット及び革パンツの平均希望
小売価格は，それぞれ８万１８８８円及び５万９０００円である。原告は，これら
の商品を原則として希望小売価格の６０％で販売しており，原告が得る商品１点当
たりの粗利益は，希望小売価格の３０％を下らない。したがって，被告西澤による
販売がなければ原告が販売することのできた革ジャケット及び革パンツの１点当た
りの利益の額は，革ジャケットにおいて２万４５６６円，革パンツにおいて１万７
７００円となる。
　　　　　そして，被告らの前記主張を前提にしても，被告西澤は，革ジャケット
を９２０３枚，革パンツを３５４５枚販売したのだから，商標法３８条１項に基づ
き算出される原告の損害額は，下記のとおり，合計２億８８８２万７３９８円とな
る。
　　　　　　２万４５６６円×９２０３枚＝２億２６０８万０８９８円
　　　　　　１万７７００円×３５４５枚＝　　６２７４万６５００円
　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　２億８８８２万７３９８円
　　　イ　上記(1)記載のとおり，被告らの主張を前提にしても，被告西澤は，革ジ
ャケットにつき２億２７０７万８０７７円，革パンツにつき６７７９万６３６９
円，合計２億９４８７万４４７３円を売り上げている。これら商品の販売により同
被告が得た粗利益額は，上記売上額合計の５０％，すなわち１億４７４３万７２３
６円を下らない。この額が，商標法３８条２項に基づき算出した原告の損害額とな
る。
　　　ウ　なお，革ジャケット及び革パンツに関する被告西澤の販売総額は，上記
のとおり２億８８８２万７３９８円であるところ，同被告は希望小売価格の少なく
とも６０％でこれらの商品を卸売りしていたから，希望小売価格ベースの販売総額
は，４億８１３７万８９９６円（２億８８８２万７３９８÷０．６＝４億８１３７
万８９９６）を下らない。
　　　　　仮に原告が原告商標の使用を第三者に許諾する場合，使用料として希望
小売価格ベースの販売総額の少なくとも１０％を受領するから，商標法３８条３項
に基づく原告の損害額は，４億８１３７万８９９６円の１０％である４８１３万７
８９９円となる。
　　(3)　さらに，被告インディアン及び被告サンライズは，被告西澤以外にも，訴
外山室繊維株式会社，訴外有限会社ヒットファクトリーその他の会社に，革ジャケ
ット及び革パンツ以外の被服等商品の製造販売に関するライセンス契約を締結し，
被告各標章の使用を許諾していた。業界紙等（甲５９～６１）において，上記ライ
センスビジネスは，小売ベースで１９９７年秋冬から１９９８年春夏にかけて１０



億円，その３年後には５０億円の売上げを計画していた旨報じられていることなど
に照らせば，上記被服等商品の現在に至るまでの販売総額は５億円を下らないと考
えられる。
　　　　前記のとおり，仮に原告が原告商標の使用を第三者に許諾する場合，使用
料として希望小売価格ベースの販売総額の少なくとも１０％を受領するから，商標
法３８条３項に基づき算出される，上記商品の製造販売に起因する原告の損害額
は，上記５億円の１０％である５０００万円となる。
　　(4)　上述したところを総合すれば，被告らが連帯して原告に賠償すべき損害の
額の合計は１億円を下らない。原告は，この損害額合計の一部である１億円の支払
を求める。
　　（被告らの主張）
　　　損害額等に関する原告の上記主張は，すべて争う。
第６　当裁判所の判断
　１　争点１（標章１ないし７が，原告商標に類似するか）について
　　　中間判決の第４，１記載のとおりであるから，これを引用する。同記載のと
おり，標章１ないし７は，いずれも原告商標に類似するものと認められる。
　２　争点２（標章４ないし７に関する登録商標使用の抗弁の成否）について
　　(1)　争点２ア（標章４ないし７が，被告商標権の専用権の範囲内にあるか）に
ついて
　　　　中間判決の第４，２記載のとおりであるから，これを引用する。同記載の
とおり，標章４は，被告商標権の専用権の範囲に属するが，標章５ないし７は，い
ずれも同商標権の専用権の範囲に属しない。
　　(2)　争点２イ（被告商標権の効力）について
　　　　第３，３(5)記載のとおり，中間判決がされた後の平成１５年６月１２日，
同日付け最高裁の上告不受理決定により，被告商標の登録を無効とすべき旨の審決
が確定した。
　　　　したがって，被告商標権は，初めから存在しなかったとみなされるもので
あり（商標法４６条の２第１項本文），上記(1)の判断にかかわらず，被告の登録商
標使用の抗弁には理由がない。
　３　争点３（原告の請求は，権利の濫用に当たるものとして許されないか）につ
いて
　　(1)　第３記載の前提となる事実に加え，証拠（甲２５，２６，３５，３９，４
１，４５，４６，４８～５３，乙３８，４０の１～２０８）及び弁論の全趣旨を総
合すると，以下の各事実が認められる。
　　　①　オリジナル・インディアン社は，１９０１年にアメリカ合衆国マサチュ
ーセッツ州スプリングフィールドで設立され，１９２３年に「インディアン・モト
サイクル・カンパニー」に商号を変更したオートバイのメーカーである。
　　　　　同社は，「INDIAN MOTOCYCLE」（インディアン・モトサイクル）と略称
され，１９５０年代以前，ハーレー・ダビッドソンと並ぶアメリカ合衆国を代表す
るオートバイメーカーとして知られていた。同社の用いるインディアンロゴ，ヘッ
ドドレスロゴ，インディアン図形，活字体「INDIAN」及び左向きインディアン図形
等は，オリジナル・インディアン社の製造販売するオートバイに付された商標とし
て，米国はもとよりヨーロッパや日本でも周知であった。
　　　　　オリジナル・インディアン社は，１９５３年に操業を停止し，その後１
９５９年に解散した。「Indian」ブランドのオートバイは，一部の同好者に根強く
愛好されていたが，同社は既に解散し，同社の名称を用いた活動も３０年以上にわ
たって行われなかったので，１９９０年当時，「Indian」（インディアン）ない
し「Indian Motocycle」（インディアン・モトサイクル）の商標は，商品の出所識
別機能をほとんど失っていた。
　　　②　訴外Ｂは，「Indian」ブランドのオートバイの製造販売を再開するこ
と，及び，インディアンロゴ，ヘッドドレスロゴ等を使用した「Indian」ブランド
の商品に関するライセンスビジネスを展開することを企図して，１９９０年（平成
２年）６月ころ，かつてオリジナル・インディアン社が存在したマサチューセッツ
州スプリングフィールドにインディアン・モトサイクル・カンパニー・インク（米
国インディアン社）を設立した。
　　　　　訴外Ｂによる「インディアン」ブランド復活に向けた動きは，米国の一
般紙である「The Daily News」１９９１年（平成３年）７月１日号（乙４０の６）
及び「USA TODAY」同月５日号（乙４０の７）で報じられた。



　　　　　上記報道の約４か月後の平成３年（１９９１年）１１月５日，原告は，
片仮名からなる原告商標「インディアンモーターサイクル」を商標登録出願した。
　　　③　他方，「インディアン」ブランドの将来性に着目した訴外Ａは，平成４
年（１９９２年）２月６日，被告商標を商標登録出願し，さらに平成５年６月３
日，被告サンライズと合弁して被告インディアンを設立した（乙４０の１３）。
　　　　　平成５年（１９９３年）７月２４日付け繊研新聞（乙４０の１６）及び
同日付け日経流通新聞（乙４０の１７）において，被告インディアンの設立，並び
に，「Indian」ブランド商品の輸入及びライセンスビジネスの展開等が報じられた
が，これらの記事においては，「Indian」ブランドは，同年１１月の時点で既に米
国ではブームを呼んでおり，日本でも「ブーム着火は時間の問題」（乙４０の１
８）とされていた。
　　　④　被告インディアンは，平成５年秋ころから，米国インディアン社の製造
にかかるジャケット，Ｔシャツ，帽子，バッグ等の輸入販売を行った。これらの商
品には，インディアンロゴ及びヘッドドレスロゴ等が付されていた。また，同被告
は，平成６年１月から平成７年２月にかけて，ヤングメンズカジュアルの分野で有
名な全国展開の専門店において配布されている月刊誌「DICTIONARY」に定期広告す
るなど，「Indian」ブランドの宣伝に努めた。この広告においても，インディアン
ロゴ及びヘッドドレスロゴが使用されていた。
　　　　　被告サンライズは，上記米国インディアン社の製品の輸入販売を継続す
る一方で，平成６年に訴外マルヨシとサブライセンス契約を締結した。訴外マルヨ
シは，同年５月に展示会を行い，上記契約に基づく被告商標の使用を開始し，イン
ディアンロゴ及びヘッドドレスロゴ等を付したバッグを販売するなどした（乙４０
の２４，２５）。
　　　⑤　すると，原告は，平成６年９月２１日に，インディアン図形，インディ
アンロゴ及び活字体英文字「MOTOCYCLE」を組み合わせた商標並びに左向きインディ
アン横顔図，インディアンロゴ及び活字体英文字「MOTOCYCLE」等を組み合わせた商
標を登録出願した（乙４０の１）。
　　　　　また，原告は，平成７年５月ころから，(ア)インディアンロゴ，(イ)イ
ンディアンロゴ及び活字体英文字「MOTOCYCLE」を組み合わせた商標，(ウ)インディ
アンロゴ，左向きインディアン横顔図及び英文字筆記体「Motorcycle Co.」を組み
合わせた商標等，いずれもインディアンロゴを主体に構成された商標を付したジャ
ケット，シャツ，帽子等の輸入，製造販売及び広告を開始した。
　　　⑥　被告インディアンは，上記原告のインディアンロゴ等の使用に対し，被
告商標が登録される前，平成７年６月３０日付け「警告書」（乙４０の３０）をも
って，英文字「Indian」等の使用は，既に登録査定を受けた被告商標の登録により
生じる商標権の侵害に当たり，原告が上記使用を継続する場合には，民事・刑事上
の責任を追及するつもりである旨通知した。
　　　　　これに対し，原告は，出願中の被告商標は登録されるべきものではない
と考えており，設定登録された場合には，直ちに無効審判を申し立てるつもりであ
るとともに，原告の方でも，被告商標の使用が原告商標権を侵害することを理由
に，被告インディアンに対して法的措置を取るつもりである旨文書で回答した（弁
論の全趣旨）。
　　　⑦　原告は，上記のやり取りの後も，インディアンロゴ等を含む標章を付し
たジャケット等の製造販売及び広告を継続した。証拠上認められる，原告による原
告商標等の使用の態様は，以下のとおりである。
　　　　(ア)　「モノ・マガジン」１９９７年（平成９年）１月号（甲４８）に
は，ジャンパーに関する広告に原告商標が付されている一方で，襟ネームにインデ
ィアンロゴを含む英文字筆記体及び図形からなる結合標章を付したジャンパーの写
真が掲載されている。
　　　　(イ)　「ポパイ」１９９５年（平成７年）６月号（甲４９）には，ジャン
パーに関する広告にインディアンロゴを大書して左向きインディアン図形等と組み
合わせた標章が付されている一方で，英文字筆記体「Indian Motorcycle」を付した
帽子の写真が掲載されている。
　　　　(ウ)　「ファインボーイ」１９９５年（平成７年）７月号（甲５０）に
は，ブルゾン等に関する広告に原告商標が付されている一方で，左胸にインディア
ンロゴを付したシャツ等の写真が掲載されている。
　　　　(エ)　「ファインボーイ」同年９月号（甲５１）には，プルオーバー等に
関する広告に原告商標が付されている一方で，インディアンロゴを含む英文字標章



を付した帽子等の写真が掲載されている。
　　　　(オ)　「ファインボーイ」同年１０月号（甲５２）には，ジャンパー等に
関する広告に原告商標が付されている一方で，インディアンロゴを含む英文字筆記
体の標章「Indian Motocycle」を付したジャンパーの写真が掲載されている。
　　　　(カ)　「ポパイ」１９９６年（平成８年）３月号（甲５３）には，Ｔシャ
ツに関する広告に原告商標が付されている一方で，インディアンロゴを含む英文字
筆記体「Indian Motocycle」及び図形を組み合わせた標章を付したＴシャツや，英
文字活字体「Indian Motorcycle」及び図形を組み合わせた標章を付したＴシャツの
写真が掲載されている。
　　　　　以上から分かるとおり，原告は，平成７年６月ころから平成９年１月こ
ろにかけて，原告商標の指定商品に属するジャンパー等に関する広告に，同商標
「インディアンモーターサイクル」及びこれと社会通念上同一の範囲にあると認め
られる英文字「Indian Motorcycle」を使用したものと認められる。
　　　　　しかしながら，片仮名からなる原告商標を実際に需要者に提供される商
品に付した事実は認めることができない。また，英文字活字体「Indian 
Motorcycle」からなる標章については，前記第３，４(2)記載のとおり，これと実質
的に同一と認められる英文字標章「INDIAN MOTOR CYCLE」が，被告商標と全く同じ
構成の先願商標と類似することを理由に，特許庁で拒絶査定を受け，拒絶査定不服
審判請求，請求不成立の審決及び審決取消訴訟の提起を経て，平成１２年１２月２
１日付けの東京高裁判決（甲４０）により，これを登録しない旨の上記特許庁の審
決が確定している。
　　　　　その一方で，原告は，インディアンロゴを含む多数の標章を実際に商品
に付して使用しており，その中には，自ら登録する原告商標から生じる「インディ
アンモーターサイクル」の称呼ではなく，被告商標から生じる「インディアンモト
サイクル」の称呼を生じる英文字筆記体「Indian Motocycle」の使用（上記(オ)）
も含まれている。
　　　⑧　訴外Ａは，平成７年９月２９日に被告商標が登録されると，同年１０月
１６日，被告商標権を被告インディアンに譲渡した。
　　　　　被告インディアンは，そのころ，被告サンライズを介して被告西澤とラ
イセンス契約を締結し，被告西澤は，平成７年から平成８年にかけて，雑誌広告を
掲載し，展示会を催すなど，同被告の製造販売する革製レザージャケット等の広告
宣伝に努めた。
　　　　　そのころ，被告らは，原告が，平成８年の秋冬シーズンから，インディ
アンロゴを付したレザージャケット等の製造販売を開始するとの情報を入手し，被
告インディアン及び訴外Ａは，平成８年５月２１日，原告らに対する商標権侵害差
止等の訴えを提起した（東京地方裁判所平成１５年８月２８日判決・同庁平成８年
(ワ)第９３９１号事件）。
　　　　　これに対し，原告は，同年７月２２日，被告らに対する本件訴訟を提起
した。また，インディアンロゴ及び活字体英文字「MOTOCYCLE」を組み合わせた商
標，インディアンロゴ及び英文字筆記体「Motorcycle」を組み合わせた商標等，イ
ンディアンロゴを主体に構成された商標を付したジャケット，シャツ，帽子等の販
売を継続した。
　　　⑨　原告は本件訴訟提起に先立つ平成８年７月１９日，英文字活字
体「INDIAN MOTOR CYCLE」を商標登録出願した（ただし，これについては，上記⑦
で触れたとおり，被告商標と全く同じ構成の先願商標と類似することを理由に，こ
れを登録しない旨の特許庁の審決が既に確定している。）。また，その後も，左向
きインディアン横顔図（登録第４１４５０１６号）等の多数の関連商標を商標登録
出願した。
　　　⑩　平成８年９月，被告インディアンは，被告商標権の侵害を理由に，原告
を債務者として，インディアンロゴを主体とした英文字及び図形を組み合わせた合
計９つの商標の使用差止を求める旨の仮処分を申し立て（東京地方裁判所平成８年
(ヨ)第２２１２６号），同年１２月にこれを認容する旨の決定（乙４０の４２）が
された。
　　　　　しかるに，原告は，上記仮処分決定の後も，インディアンロゴ，同ロゴ
とほぼ同一の書体の筆記体英文字「Indian／Motorcycle」（上下２段）及
び「Indian Motorcycle」等を付して使用した革製ジャケットやＴシャツなどの製造
販売，広告等を継続した（乙４０の４７，４８，５８～７５）。また，平成９年１
月に左向きインディアン横顔図等からなる結合商標を登録出願し，同年３月には，



インディアンロゴ及び「Motorcycle」を上下２段に配した商標を登録出願した。
　　　⑪　第３，１(4)記載のとおり，特許庁は，平成１５年３月２８日，原告は，
片仮名の原告商標「インディアンモーターサイクル」を有するところ，あえて英文
字「Indian」や「Motocyle」を指定商品に用い，登録商標である原告商標と同一の
商標ではなく，類似する商標を故意にその指定商品に使用し，他人の業務にかかる
商品と混同を生じさせているものであるとして，商標法５１条１項の規定に基づ
き，原告商標の登録を取り消す旨の審決（乙３８）をした。
　　　　　他方，第３，３(5)記載のとおり，その後の平成１５年６月１２日付け最
高裁の上告不受理決定により，被告商標の登録が無効である旨の審決が確定した。
　　　⑫　ちなみに，原告は，米国映画「ＢＩＧ　ＷＥＤＮＥＳＤＡＹ」の中で用
いられて有名になった商標「ＢＥＡＲ　ＳＵＲＦ　ＢＯＡＲＤＳ」につき，まず片
仮名商標「ベアーサーフボード」を出願して登録を受けた上，「ＢＥＡＲ　ＳＵＲ
Ｆ　ＢＯＡＲＤＳ」に図形を組み合わせた商標を出願し，拒絶査定を受けたにもか
かわらず，かかる結合商標を使用する正規のマスターライセンシーである訴外サク
ラインターナショナルに対し，商標権侵害を理由とする訴訟を提起した（乙４０の
２０８）。
　　　　　また，原告は，上記のほかにも，米国のカジュアルスポーツ系のブラン
ドで，商社トーメンの系列会社がライセンシーである「Ｏ’ＮＥＩＬＬ」，米国の
ビールメーカーであるバドワイザーの主力商品名の１つである「ＢＵＤ　ＬＩＧＨ
Ｔ」，米国ラスベガスに古くからあるスターダストホテルに由来する「ＳＴＡＲＤ
ＵＳＴ」，米国の著名な小説家の固有名詞「ＭＡＲＫ　ＴＷＡＩＮ」，その小説の
主人公の固有名詞「ＴＯＭ　ＳＡＷＹＥＲ」，米国国旗の名称であり，米国国防総
省の機関紙名でもある「ＳＴＡＲＳ　ＡＮＤ　ＳＴＲＩＰＥＳ」など，海外の著名
なブランドないし固有名詞に関連する商標を多数出願している（乙４０の１）。
　　(2)　上記の事実関係を前提に，権利濫用の抗弁の成否について検討する。
　　　　本件で提出されたすべての証拠によっても，被告らが主張するように，米
国インディアン社が，「インディアン」ブランドにつき，オートバイのみならず，
アパレル，アクセサリー等広範な商品についての正当な出所として，社会的に認知
された事実を認めることはできない。かえって，(1)①で認定したとおり，１９９０
年当時，「インディアン」ないし「インディアン・モトサイクル」の名称は，商品
の出所識別機能をほとんど失っていたものと認められるから，インディアンロゴ等
の商標が，原告商標の出願時及び査定時において，１９０１年に設立されたオリジ
ナル・インディアン社の著名な略称及び商標であったとは認められないし，米国イ
ンディアン社の商標として著名ないし周知であったとも認められない。また，原告
商標は平成３年１１月５日に出願され，平成６年３月３１日に登録されたが，他
方，被告らが実際に被告商標の使用を開始したのは，同年５月ころであったと認め
られる（(1)④）ことからすれば，原告商標の出願及び登録の各時点で，被告商標が
被告インディアンの商品の出所を表す商標として周知となっていた事実も，認めら
れないというべきである。
　　　　しかしながら，原告は，最も代表的な米国の一般紙である「The Daily 
News」及び「USA TODAY」において，「インディアン」ブランド復活の動きが報じら
れた時から約４か月経過した平成３年（１９９１年）１１月５日に，原告商標を出
願している。また，出願中の平成５年（１９９３年）７月２４日，繊研新聞（乙４
０の１６）及び日経流通新聞（乙４０の１７）の記事により，被告インディアンの
設立や，「Indian」ブランド商品の輸入及びライセンスビジネスの展開等が報道さ
れ，「Indian」ブランドは，同年１１月の時点で既に米国でブームを呼んでおり，
日本でも「ブーム着火は時間の問題」（乙４０の１８）と報じられ，ブランドビジ
ネスの専門業者として，このような状況を知らなかったはずはないのに，平成６年
３月３１日に原告商標の登録を受けても，自ら登録商標及びこれと実質的に同一の
範囲にある商標を使用することはしなかった。また，被告サンライズが訴外マルヨ
シと被告商標に関するサブライセンス契約を締結し，訴外マルヨシが平成６年５月
ころから実際に被告商標等を付したバッグの販売を開始しても，商標権者としてこ
れに対応することもしなかった。その一方で，被告らによるインディア
ンロゴを主体とする各種商標（被告商標を含む。）の使用開始と歩調を合わせるか
のように，平成６年９月２１日に，インディアン図形，インディアンロゴ及び活字
体英文字「MOTOCYCLE」を組み合わせた商標並びに左向きインディアン横顔図，イン
ディアンロゴ及び活字体英文字「MOTOCYCLE」等を組み合わせた商標を登録出願した
ほか，原告商標の登録から１年以上経過した平成７年５月ころから，(ア)インディ



アンロゴ，(イ)インディアンロゴ及び活字体英文字「MOTOCYCLE」を組み合わせた商
標，(ウ)インディアンロゴ，左向きインディアン横顔図及び英文字筆記
体「Motorcycle Co.」を組み合わせた商標等，いずれもインディアンロゴを主体に
構成された商標を付したジャケット，シャツ，帽子等の輸入，製造販売及び広告を
開始した。
　　　　また，原告は，被告インディアンからの平成７年６月３０日付け「警告
書」（乙４０の３０）に文書で応答した後も，証拠上，少なくとも平成９年１月こ
ろまで，インディアンロゴ等を含む標章を付したジャケット等の製造販売や広告を
継続したが，(1)⑦で認定したとおり，その主な使用の態様は，雑誌広告に原告商標
「インディアンモーターサイクル」を使用したほか，指定商品に属するジャンパー
等にこれと社会通念上同一の範囲にあると認められる英文字「Indian Motorcycle」
を使用したというものである。原告商標は，雑誌広告等の上で活字になったにとど
まり，現実に需要者に提供される商品について，同商標が付されて使用された事実
を認めることはできない。また，上記「Indian Motorcycle」については，これと実
質的に同一と認められる英文字商標「INDIAN MOTOR CYCLE」が，被告商標と全く同
じ構成の先願商標と類似することを理由に，これを登録しない旨の特許庁の審決が
既に確定している（第３，４(2)）ことから分かるとおり，原告商標よりもむしろ当
時出願中であった被告商標との類似性が強いと認められる商標である。その一方
で，原告が現実に使用したのは，原告商標よりも被告商標との類似の
程度が強いと認められるインディアンロゴを含む多数の標章であり，その中には，
自ら登録する原告商標から生じる「インディアンモーターサイクル」の称呼ではな
く，被告商標から生じる「インディアンモトサイクル」の称呼を生じる英文字筆記
体「Indian Motocycle」を含むものも存在する（上記(1)⑦）。このような行為は，
自ら原告商標を登録し，かつ，被告インディアンらが使用する被告商標等の存在を
知りながら，あえてその登録商標と同一の範囲ではなく，類似の範囲にある商標を
指定商品について使用し，被告インディアンの業務にかかる商品と混同を生じさせ
たものと評価されてもやむを得ない。このことは，これと同趣旨の判断をして，商
標法５１条１項の規定に基づき，原告商標の登録を取り消した特許庁の審決（乙３
８）の存在からも，裏付けられるというべきである。
　　　　さらに原告については，被告らが指摘するとおり，米国映画「ＢＩＧ　Ｗ
ＥＤＮＥＳＤＡＹ」の中で用いられて有名になった商標「ＢＥＡＲ　ＳＵＲＦ　Ｂ
ＯＡＲＤＳ」につき，まず片仮名商標「ベアーサーフボード」を出願して登録を受
けた上，「ＢＥＡＲ　ＳＵＲＦ　ＢＯＡＲＤＳ」に図形を組み合わせた商標を出願
し，拒絶査定を受けたにもかかわらず，かかる結合商標を使用する正規のマスター
ライセンシーである訴外サクラインターナショナルに対し，商標権侵害訴訟を提起
した事実（乙４０の２０８），及び，このほかにも，①米国のカジュアルスポーツ
系のブランドで，商社トーメンの系列会社がライセンシーである「Ｏ’ＮＥＩＬ
Ｌ」，②米国のビールメーカーであるバドワイザーの主力商品名の１つである「Ｂ
ＵＤ　ＬＩＧＨＴ」，③米国ラスベガスに古くからあるスターダストホテルに由来
する「ＳＴＡＲＤＵＳＴ」，④米国の著名な小説家の固有名詞「ＭＡＲＫ　ＴＷＡ
ＩＮ」，⑤その代表作（小説）の主人公の固有名詞「ＴＯＭ　ＳＡＷＹＥＲ」，⑥
米国国旗の名称であり，米国国防総省の機関紙名でもある「ＳＴＡＲＳ　ＡＮＤ　
ＳＴＲＩＰＥＳ」など，海外の著名なブランドないし固有名詞に関連す
る商標を多数出願している事実が認められるのであって，上述した原告商標の出
願・登録の経緯，原告商標の実際の使用態様及び被告らとの紛争の経緯に，上記
「ベアーサーフボード」に関する商標登録等の各事実を併せ考えれば，原告は，自
ら登録商標を使用するよりも，むしろ類似の商標を使用する他者に対して権利行使
し，そのことによって経済的利益を得ることを主な目的として，原告商標を出願
し，その登録を得たものというべきである。
　　　　以上のとおり，原告は，業界紙において「ブーム着火は時間の問題」と報
じられる状況にあった平成６年３月３１日に原告商標の登録を受けたが，自ら登録
商標及びこれと実質的に同一の範囲にある商標を使用することはせず，被告らのラ
イセンスビジネスが開始し，訴外マルヨシが被告商標を付したバッグの製造販売を
開始した後の平成７年５月ころになって，原告商標よりもむしろ被告商標との類似
の程度が強いと認められるインディアンロゴを含む多数の商標を使用し始めたもの
であって，このような商標の使用は，あえて原告商標と同一の範囲ではなく，類似
の範囲にある商標を指定商品について使用し，被告インディアンの業務に係る商品
と混同を生じさせたものと評価されてもやむを得ない。原告商標の実際の使用状



況，他の著名ブランドに関わる原告の商標出願の実態等をも併せ考えれば，原告
は，自ら使用するよりも，むしろ類似の商標を使用することが見込まれる者に対し
て権利を行使し，経済的利益を得ることを主たる目的として原告商標を出願・登録
し，現に類似の商標を使用する被告インディアンらに対し，権利を行使しようとす
るものであって，本件の事実関係にかんがみれば，かかる商標権の行使は
，権利の濫用に当たるものとして許されないというべきである。
　　(3)　原告の主張について
　　　　ところで，原告は，原告商標の採択・登録出願の経緯に関し，日本での購
入手段すら定かでない米国発行の一般紙など購読しておらず，「The Daily News」
１９９１年７月１日号（乙４０の６）及び「USA TODAY」同月５日号（乙４０の７）
の各記事は見ていない，原告商標採択のきっかけは，米国ヴィンテージバイクの愛
好グループから，彼らのバイクジャケットの製作を依頼されたことであり，彼らの
勧めにより同ジャケットを市販商品化すること及び商標名を「インディアンモータ
ーサイクル」とすることを決定し，１９９１年（平成３年）１１月５日に原告商標
を商標登録出願したものであると主張する（第５，３（原告の主張）(4)）。
　　　　しかしながら，原告のような海外の著名ブランドに関する商標を数多く取
り扱う専門業者は，需要者のニーズの動向をいち早く察知するため，海外のブラン
ドビジネスの動きに日々注意を払い，情報の収集と分析に努めているのが実情であ
るから，このような原告が，最も一般的な米国一般紙である「The Daily News」
や「USA TODAY」の上記各記事を見ていないなどということは，上記取引の実情に照
らし，信用しがたい。また，原告は，上記原告商標採択の経緯を裏付ける証拠とし
て，原告常務取締役（当時）Ｃの陳述書（甲４７）及び雑誌記事（甲４８）を提出
するが，これらは文書としての性質上，いずれも原告側の認識にのみ基づき記載さ
れたものであって，客観性に乏しく，原告主張のとおりの経緯を認めるには足らな
い。
　　　　また，原告は，被告らが実際に被告商標等の使用を開始したのは，平成７
年（１９９５年）１０月～１１月に，被告西澤が英国製の革製ジャケット，パンツ
を輸入販売して以後のことであり，原告による「インディアン」ブランドの使用開
始よりも後のことであるから，このような使用開始時期の前後関係や，原告による
広告実績（甲４９～５３）等に照らせば，平成７年（１９９５年）暮れころにおい
ては，さしたる実績のない被告らに比べ，むしろ原告の使用によるものとして「イ
ンディアン」ブランドは周知であり，少なくとも，被告らが原告よりも先に同ブラ
ンドの使用を開始し，その時点でこれを市場に浸透させたとか，周知性を獲得して
いたなどという事実はないと主張する（第５，３（原告の主張）(5)）。
　　　　原告商標の出願及び登録の各時点において，被告商標が被告インディアン
の商品の出所を示す商標として周知であったといえないことは前記のとおりである
が，前記(1)④で認定したとおり，証拠上（乙４０の２４，２５），平成６年５月こ
ろには，被告サンライズとサブライセンス契約を締結した訴外マルヨシが，被告商
標，ヘッドドレスロゴ及び左向きインディアン図形等を付したバッグの販売を開始
したと認められる。そうすると，被告らが実際に被告商標等の使用を開始したの
は，平成７年（１９９５年）１０月～１１月に，被告西澤が英国製の革製ジャケッ
ト，パンツを輸入販売して以後のことであることを前提とする原告の上記主張は，
そもそもその前提において誤っている。証拠上認められる事実関係を前提にする
と，被告らによる被告商標やインディアンロゴの使用により，「インディアンブラ
ンド」が市場においてある程度知られるに至った後に，被告商標やインディアンロ
ゴに類似する標章の使用を開始したのは，むしろ原告の方であると認められるのは
前判示のとおりである。原告の上記主張を採用することはできない。
　４　結論
　　　以上のとおり，別紙「被告標章目録」１ないし７記載の各標章は，いずれも
原告商標と類似すると認められるものの，本件事実関係の下においては，原告の請
求は，権利の濫用に当たるものとして許されない。
　　　そうすると，その余の点につき判断するまでもなく，原告の請求は理由がな
い。よって，主文のとおり判決する（なお，前記第２，３記載のとおり，平成１４
年８月２２日付け中間判決は，①　別紙「被告標章目録」１ないし７記載の各標章
は，いずれも別紙「原告商標目録」記載の商標（原告商標）に類似する，②　別紙
「被告標章目録」４記載の標章は，被告が有する商標権（登録第２７１００９９
号）の専用権の範囲に属するが，同目録５ないし７記載の各標章は，いずれも同商
標権の専用権の範囲に属しない旨の判断を主文で示したものであるから，本判決の



認定・判断は，中間判決の拘束力に抵触するものではない。）。
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